様式第33号（第28条関係）

年　　月　　日

愛　媛　県　知　事　　　　　　様
申請者　主たる事務所の所在地
　　　　法人の名称

代表者職氏名　　　　　　　
住宅確保要配慮者居住支援法人に係る支援業務種別変更認可申請書
　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第61条第１項及び愛媛県住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する制度要綱第28条第１項の規定により、支援業務種別の変更に係る認可を申請します。
	１　指定番号・指定年月日
	

	２　新たに行う支援業務の種別

	□家賃債務保証業務（法第62条第１号）
□残置物処理等業務（法第62条第５号）

	３　主たる事務所又は営業所その他支援業務を行う事務所又は営業所の名称及び所在地

	

	４　支援業務を開始しようとする年月日


	

	５　支援業務に関する問合せを受けるための連絡先

	

	６　申請者連絡先
	担当者氏名

事務所の所在地

電話番号


注意　１　新たに行う支援業務の種別の欄は、該当する□に「レ」を入れてください。
　　　２　支援業務の種別、主たる事務所又は営業所その他支援業務を行う事務所又は営業所の名称及び所在地、支援業務を開始しようとする年月日、支援業務に関する問合せを受けるための連絡先の欄は、新たに行う業務に係るものを記入してください。
別紙１

支援業務の実施に関する計画
	【イ　組織、人員及び運営に関する事項】
（※法令等に違反し処分又は指導監督を受けたことがある場合は、改善措置について記載すること）
【ロ　支援業務の概要及び実施の方法に関する事項】
（※住宅確保要配慮者から対価を得て支援業務を行う場合においては、当該支援業務の内容、対価及び提供の条件に関する事項を含むこと）
【ハ　地方公共団体並びに住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に資する活動を行う者及び住宅確保要配慮者の福祉に関する活動を行う者との連携に関する事項】
【ニ　支援業務に係る人材の確保及び資質の向上に関する事項】




別紙２

役員の氏名及び略歴を記載した書類

	(ふりがな)
	生年月日
	性別
	役名等
	略歴

	氏　　名


	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


別紙３

現に行っている業務の概要を記載した書類

	１．支援業務

２．支援業務以外の業務




注）パンフレット等の業務概要がわかる資料があれば添付すること。

